
本⽇は、2021年12⽉期の決算、2022年から29年の新たな⻑期経営計画、
そして2022年12⽉期の⾒通しについてご説明いたします。



本⽇の流れは、3部構成となります。

第1部は2021年12⽉期の決算について、
第2部は2022年から29年の新たな⻑期経営計画について、
そして第3部は2022年12⽉期の⾒通しについてご説明します。



まず、2021年12⽉期の決算についてです。



化粧品市場全体は、新型コロナウイルスの影響により縮⼩、
国内消費は、9⽉末に緊急事態宣⾔が解除された以降、徐々に回復基調にありましたが、
⾜元においてはオミクロン株が拡⼤し、先⾏きが不透明な状況です。

このような状況のなか当社グループは、国内の店舗事業の苦戦が継続していますが、
ポーラの国内ECや海外事業を中⼼に増収し、連結で増収増益となりました。

下段では、⽉次の売上推移をお⽰ししています。
第2四半期までは、前年の反動もあり⾼い伸びとなっていますが、
その後国内においてコロナの感染が拡⼤し停滞、回復は緩やかなものとなりました。



続いて、計画差異についてご説明いたします。

売上⾼、営業利益ともに増収増益となりましたが、計画に対しては下回る結果となっています。

ただし、ポーラにおける原価率の改善と販売関連費のコントロールによる利益構造の良化や、
育成ブランドの費⽤の効率化により、売上総利益の減少を⼀部カバーしました。

経常利益は、営業利益段階での計画差異に対して為替差益が約19億円発⽣したことにより、
概ね計画通りの着地となりました。

当期純利益は、トリコ社の株式取得にかかる特別利益の発⽣等により、計画を上回っております。



ここからは連結PLについてご説明いたします。

売上原価率は、ポーラの売上構成⽐が⾼まり低下しています。

販管費は、前期においてコロナ対応費⽤を特別損失に振り替えた影響もあり、
⼈件費を中⼼に増加しています。

この結果、営業利益率は前期の7.8%から9.5％と改善させることができました。



営業利益以下については ご覧のとおりです。



純利益の増減要因については、説明を割愛いたします。



次に、セグメントの状況についてです。



セグメント別の結果はご覧の通りです。
ビューティケア事業は増収増益、
不動産事業につきましては、ビル建て替えに伴うテナントの退去が発⽣し減収減益となりました。



ブランド別の結果ですが、
売上⾼については、オルビスを除く全ての区分で前期を上回りました。

営業利益について、増益の主たる要因は粗利益の増加と、
ポーラにおいて利益率の⾼い国内ECと海外の売上構成⽐が⾼まったことによるものです。

Jurliqueは増収、損失改善も進んでいます。

次ページ以降で、各ブランドの状況についてご説明します。



ポーラでは、委託販売事業が苦戦した⼀⽅、国内ECや海外事業の成⻑により増収しました。

重点市場である中国では、コロナ対策が講じられ、店舗の営業活動に影響が⽣じておりますが
累計では前期⽐プラス38%の増収となりました。

利益⾯では、チャネルの構造変化により⼤幅な増益となっています。



オルビスは、価格訴求のキャンペーンからライフタイムバリュー重視のプロモーションに変更したことにより
顧客数が減少し、減収しています。

⼀⽅で、シワ改善や美⽩などのスペシャルケアを軸としたマーケティングを進めた結果、
スキンケアカテゴリーは増収、リピート化が⾒込める顧客構造への転換が進んでいます。

今期は、顧客数の減少に⻭⽌めをかけて、増収転換を果たしたいと考えています。



海外ブランドは、損失改善が進んでいます。

Jurliqueは、中国⼤陸においてSNSでのプロモーションに注⼒し、オンラインが好調です。

H2O PLUSは、コスト構造良化に向けた⼀時費⽤の発⽣により、第4四半期で減益となりました。



育成ブランドですが、THREEはポイントメイクカテゴリーの苦戦が継続しています。

ECブランドのDECENCIAは、既存顧客の売上が堅調です。費⽤の効率化により、
⼆桁の増益となりました。

買収したFUJIMIの影響を除くと、育成ブランド全体では損失改善となりました。



ここからは、本⽇の第2部として、
創業100周年にあたります2029年に向けた、新たな⻑期経営計画についてご説明いたします。



まずは、上場からのここまでの12年間を振りかえりたいと思います。

当社は2010年に上場、2020年に向けた⻑期経営計画を定め、
3つのステージで取り組んでまいりました。
リーマンショックによってシュリンクする市場のなかで、当社グループの研究開発、技術⼒を⽣かせる
スキンケア分野に経営資源を集中させ、ダイレクトセリングという強みをベースに
成⻑を続けてまいりました。

しかしながら 2019年以降、インバウンドの減少やコロナ影響という
⼤きな事業環境の変化もあり、売上⾼は減少しています。



化粧品市場動向ですが、国内はコロナ影響を受け縮⼩、緩やかに回復傾向にあるものの
コロナ前の⽔準に近づくのは2024年以降になると推測しています。
しかしながら、今後の感染状況次第では、回復時期に変動が⽣じる可能性もございます。

化粧品市場における新たな潮流に⽬を向けると、デジタルマーケティングの重要性の⾼まりや、
サステナビリティ・社会課題に対する意識の変化などがあげられます。

海外市場ですが、中国の化粧品市場は引き続き⾼い成⻑が⾒込まれ、
当社においても最重要マーケットです。



ここからは、創業100周年に向けたこれからの8年についてご説明します。

当社は2017年に新たなグループ理念を策定し、ミッションを 「感受性のスイッチを全開にする」
ビジョンを 「ブランドひとつひとつの 異なる個性を⽣かして、世界中の⼈々の⼈⽣を彩る企業グループ」
としました。ここに込めた思いですが、当社グループが取り組む本来的な⽬的は、
世の中の⼈々のことを想い、⼈⽣を彩ることである、という考え⽅です。

それを実現するために、グループ理念策定時より、既存事業の延⻑線ではない、つまり、
化粧品という限られた⼿段だけでなく、化粧品の枠を超えた新領域への挑戦を志向してきました。
近年のZ世代中⼼の新しい⽣活観、消費意識を知るにつけ、
より広義の「美」や社会的な価値提供という要素が、より重要度を増していることが分かります。

これらの背景から、「多様化する 美の価値観に応える 個性的な事業の集合体」を
VISION 2029としてのありたい姿といたします。

事業ポートフォリオを、Well-being、そして社会領域へ拡⼤し、サステナブルな事業成⻑を⽬指します。
既存事業については 収益性を更に⾼め、そこで得た利益を原資に新規事業へ投資します。



こちらが、新たな事業ポートフォリオの考え⽅となります。

縦軸を「化粧品」と「Well-being」、横軸を「個⼈」と「社会」としたとき、
現在の事業領域である化粧品の枠を超えて、Well-being、つまり⾝体や⼼の健康、幸せ、といった
より広義の概念、そして社会の領域へ、事業ポートフォリオを拡張していきたいと考えます。



こちらが新たな⻑期経営計画の全体像です。
VISION 2029を実現するため、3つの基本戦略に取り組んでまいります。

戦略①が「化粧品事業のグローバル展開とブランドポートフォリオの改⾰と拡充」
戦略②が「新価値を創出し、事業の領域を拡張」
戦略③が「研究・技術戦略の強化」です。

そして2029年の経営指標として
営業利益額 500億円
営業利益率 15%以上
連結売上⾼ 3,000億円
海外売上⾼⽐率 30〜35%
ROE 14%以上
を掲げています。



戦略①に関して、国内と海外に分けてご説明します。

国内は、2029年に売上⾼1,800億円以上を⽬指します。
基幹ブランドは、OMOの推進とダイレクトセリングのアセットを活かしたライフタイムバリュー最⼤化により
トップラインを拡⼤、育成ブランドや新たなブランドは、投資対効果を早期に⾒極め、
利益ある成⻑を実現します。

海外は、2029年に売上⾼1,000億円以上を⽬指します。最重点市場は中国です。
ポーラはフェイシャルエステを提供する店舗を中⼼とした出店拡⼤にあわせ、
ブランディング投資を強化します。ポーラ以外のブランドについても、ECやBtoBなど
それぞれのブランドの特性に合わせたチャネル展開を進めます。



戦略②です。先ほど⽰した事業ポートフォリオの解像度をあげたものです。
従来は左下が中⼼であった事業領域を拡張します。

左上は、美容医療など、既に事業としての可能性について検証を進めていたり、
⼈⼯⽪膚は次世代の研究領域の核になると考えています。

右下ですが、DIYコスメは現中期計画での実現を⽬指します。
サステナブルなモノづくりは、次の研究戦略にて説明します。

最後に 右上は、化粧品の枠を⼤きく超えた領域です。
⼼も⾝体も健康で満たされた状態を技術によって叶える、という分野へも挑戦していきます。
例えば、既にリリースしているウェルネステックプロジェクトのミーフルネス。
これは、アプリで⼼⾝バランスをデジタル分析し、五感を刺激するソリューション体験を提供するものです。
また、保有する不動産を有効活⽤した新⻘⼭ビルの開発に取り組みます。
不動産事業の中に、⽂化やアートを取り⼊れ、これまでの不動産事業の在り⽅を変容させます。

これらの新規事業を、2029年には20億から30億円の規模で5件程度⽴ち上げていく計画です。



戦略③は、戦略①②を実現可能にする研究・技術戦略です。

世界初、業界初の化粧品新素材パイプラインの拡⼤に引き続き注⼒するとともに、
新たに、⼈⼯⽪膚研究を軸とした肌研究に取り組んでまいります。
肌研究を進化させた新たな価値創造として、iPS細胞を⽤いた⼈⼯⽪膚の開発を計画しています。
その⼈⼀⼈ひとりの⽪膚を完全にコピーし究極のパーソナライズを実現、
従来の化粧品では不可能な肌悩みの解決を⽬指します。

また、この⼈⼯⽪膚研究を通して、研究の過程で得られる成果を転⽤する、
いわゆるムーンショット型の研究開発で、多様なアウトプットを実現します。
シンガポールに新たな研究拠点を設⽴し、⼈⼯⽪膚研究を⽪切りに様々なスタートアップと連携し、
新たな価値を⽣み出すインフラを構築します。

また、原材料の調達から回収・再利⽤まで循環させる、サステナブルなものづくりを実現します。
商品のライフサイクル全体を通じて、環境負荷の低減を推進します。



続いて、サステナビリティ、ESG⽅針に関してご説明します。



当社は、サステナビリティの重点領域としてご覧の5つの領域を定めております。
この5つの領域に沿って、当社独⾃の取り組み事例をご紹介します。

「先端技術・サービスによる QOLの向上」においては、当社研究機関のMIRC や、CVC、
社内ベンチャーなど、複数のスキームを使って新規事業の創出を進めています。

「地域活性」そして「⽂化・芸術・デザイン」領域では、先ほど事業の領域拡張のところで
お話いたしましたが、保有する不動産と当社の独⾃性であります「⽂化」や「アート」をかけあわせ、
従来の不動産事業の在り⽅を変化させていきます。



「⼈材活躍」の取り組みとしては、ダイバーシティ推進委員会を新設し、
ポーラの社⻑及川を委員⻑に据え、グループのダイバーシティ推進を加速させます。

「環境」に関しては、当社研究開発機関のTDCにおいて、
環境負荷を低減する新たな製法や剤型開発に取り組んでいきます。
また、化粧品の容器や包材においては、4Rに基づくサステナブル設計に向けた取り組みを進めています。
商品購⼊時のショッピングバッグについても、環境負荷を低減する⽬的から廃⽌していきます。



第3部では、今期の業績⾒通しと今後の取り組みについてご説明します。
まずは、現中期計画の進捗についてです。



各戦略の評価はご覧のとおりですが、
経営指標⾯では、コロナの⻑期化により計画を下回る進捗となっており、
喫緊の課題は、ポーラとオルビスの国内事業の⽴て直しと海外、育成ブランドの⿊字化です。



このように、中計初年度の進捗状況に加え、発表時点の前提条件に変化が⽣じていることから、
2023年の⽬標値を1年程度後ろ倒し、現時点における⽬標値にアップデートいたします。
インバウンドについての⾒⽅を、2023年までは戻らないという前提に変更しました。
また、ブランディングの観点から、将来のブランド棄損リスクにつながりかねない
CtoC市場への流通を抑制することといたします。

その結果、下のグラフにあるように、現中期計画の⾒通しを変更いたします。



続きまして、2022年12⽉期の⾒通しについてご説明いたします。



今期より、収益認識が変更となり、主にご覧の項⽬においてPLに影響が発⽣します。
⽐較のための参考として、2021年12⽉期の決算数字を今期と同じ前提に合わせたものを、
2022年同基準としてお⽰ししておりますので、ご確認ください。



今期の⾒通しですが、先ほど申し上げました、実質ベースの⽐較で
売上⾼は、前期⽐プラス 6.3%
営業利益は、前期⽐プラス 13.6%を計画しています。

株主還元は、 1円増配の年間52円としております。



今期以降の取り組みについてです。



ポーラの国内においては、独⾃のOMOを進めています。
従来チャネル別に分かれていた顧客管理やプロモーションを統合、
全てのタッチポイントにおいて、One to Oneの接客で顧客体験を向上させていきます。

また、ビューティーディレクターによるオンライン活動を活性化させます。
地域に根差したSNSの発信や、お店の強みや特性を⽣かしたプロモーションで、
新規のお客さまの獲得が⾶躍的に向上した店舗が、既にいくつも⽣まれています。
また今期よりオンライン決済・直送の仕組みを導⼊し、ビューティーディレクターのオンライン活動を
販売⼿数料へ反映します。

EC事業は、2023年に売上⾼100億円規模を⽬指します。



オルビスの国内事業では、新たなCRMを始動させます。
属性や購⼊履歴といった⼀般的な顧客データに加え、お客さまの興味や嗜好性といった
感情的なデータを統合することで、オルビス独⾃の新たなデータプラットフォームを構築します。
AIなどを活⽤した体験コンテンツの拡充や、蓄積したデータに基づく精度の⾼いコミュニケーションにより
購買以外のブランドとの接触機会を圧倒的に増やすことで、ライフタイムバリューを⾼めていきます。

商品⾯では、スキンケアを中⼼としつつ、ニキビ・敏感肌やメンズを新たな重点セグメントに定めます。

オルビスは今期、創業35周年を迎え、⼤型商品の発売をフックに、⼤規模なマーケティングを
仕掛けていきます。



続いて、ポーラの海外事業です。
2029年に、⼩売り売上⾼ベースで海外と国内の売上⽐率50:50を⽬指し成⻑を加速させます。

特に注⼒するのが中国です。主⼒のスキンケアB.Aシリーズを軸とし、⼈気の⾼いフェイシャルエステを
提供する店舗を中⼼に出店を継続します。利益を伴う成⻑を前提にしながらも、ブランディングと
プロモーション投資を強化し、オフライン・オンラインチャネル両輪で成⻑を急ぎます。

また、昨年海南島免税店に出店しましたが、中国免税チャネルへの出店も継続します。



続いてジュリークです。
ホリスティックビューティブランドとしての新たなブランド戦略を、本国のオーストラリアよりスタートさせています。
ニュートリディファインシリーズなどの、スキンケアのスタープロダクトを中⼼に
新規のお客さまを獲得、既存のお客さまのリピート化を進めてまいります。
⿊字化に向けて、更なる固定費の削減も実⾏します。

オルビスにおいては、海外事業を加速させていくため、オンラインに加えて、今後拡⼤が⾒込める
内陸部都市のボリュームゾーンをターゲットとしたリアルチャネルでの展開を進め、
ブランド認知向上に向けた投資を強化します。

THREEは、既に展開している免税店に加え、中国ローカルへ進出します。
ECと専⾨店を中⼼として、早期に顧客接点を拡⼤していきます。



育成ブランドですが、THREEと新ブランドを展開するACROは、⿊字化に向けた構造改⾰を継続します。
チャネル⾯ではEC化を進め、運営体制を⾒直し、固定費を削減します。
商品⾯では、SKUの絞り込みやスキンケア⽐率の向上により、原価の低減と継続率の向上に
取り組みます。

続いてDECENCIAですが、新たに、メイクをしながらシワを改善するBBクリームを発売し、
敏感肌市場におけるプレステージブランドとしてのブランド認知を確固たるものにしてまいります。

買収したFUJIMIは、ブランディングの強化を⽬的として直営店舗をオープンの予定です。



最後に、資本効率と株主還元についてです。
2023年のROE⽬標値は、9%以上です。
今期の配当⾦については、1円増配の、年間52円の配当としました。
結果、配当性向96.7％ となります。

説明は、以上になります。












